
 

 

 

 

第８章 指摘及び意見の概要の一覧 
 

第１ 指摘の概要 
 

該当項目 No. 指摘の概要 

第４章 市税（国民健康保険税を除く） 

第２ 個人市民税 １ 

１件当たりの課税額が、市民税 3,500 円、県民税 2,000 円と

大きくはないが、地方税法第 294 条第１項第２号で、家屋敷課

税制度について定めており、宮崎市のホームページ等でも課税

の必要性を記載しているのであるから、自己申告に頼るのみで

はなく、資産税課との連携や税務申告書類等の活用、あるいは

不審な点がある場合にはお尋ね文書を送付するなど、課税漏れ

を減らす積極的な調査方法を検討すべきである。 

第３ 法人市民税 ２ 

地方税法第 298 条において、市税に関する質問検査権が規定

されている。従業員数が 50 人に近い法人については、従業員

名簿や賃金台帳などの裏付け資料を一定の基準を設けて調

査・確認することを検討すべきである。均等割の人数計算につ

いて、アルバイト等の取り扱いは誤りが発生しやすいため適正

な申告を徹底させるために計算方法の周知を図るべきである。 

第４ 固定資産税 

３ 

虚偽の申告を行うものや申告を拒否する事業者については、

課税の公正性を維持するため、事業者に対して地方税法第 353

条に基づく現地立ち入り調査を実施し、地方税法第 298 条に基

づく質問検査権を積極的に行使すべきである。 

また、正当な理由がなく申告がないものについては地方税第

386 条（10 万円以下過料）の規定及び同法第 368 条の罰則（不

足額延滞金の徴収）の適用を検討すべきである。 

４ 

ある一定の基準を設けてそれ以上の税収が見込める案件に

ついては相続人等の調査を行い相続人の指定を行うべきであ

る。法務省関連の制度として登記官が、所有権の登記名義人の

死亡後長期間にわたり相続登記がされていない土地について、

亡くなった方の法定相続人等を探索した上で、職権で、長期間

相続登記未了である旨等を登記に付記し、法定相続人等に登記

手続を直接促すなどの不動産登記法の特例が設けられている。

また、地方公共団体の長等に財産管理人の選任申立権を付与す

る民法の特例も設けられたため、今後は、法務局とも連携し、

相続発生による所有者不明土地の解消に努めるべきである。 

 

 

 

 

第５章 その他の強制徴収公債権 

第１ 国民健康保

険税 

５ 

具体的な個別財産の記載を求めることで、相談者の財産状況

が明らかになることはもちろん、記載を拒絶するような場合に

は納付意思の誠実さについて消極的な判断材料にもなること

から、生活状況確認書に、財産の有無に関する記載欄のみでは

なく、個別の財産の具体的情報を記入する欄を設けるととも

に、当該相談者の具体的な財産状況についても聴取を試みるべ

きである。 

６ 

地方税法第９条第１項及び第２項において、国民健康保険税

の被保険者について相続があった場合には、その相続人は、法

定相続分に従って、被相続人に課されるべき、又は被相続人が

納付し、若しくは納入すべき国民健康保険税を納付し、又は納

入しなければならないと明確に定められているのであるから、

滞納金額が大きい事案等の一定の基準を設けた上で、相続調査

を実施し、相続人に対して滞納している国民健康保険税を請求

すべきである。 

第２ 後期高齢者

医療保険料 

７ 

高齢者の医療の確保に関する法律第108条第２項及び第３項

では、被保険者の後期高齢者医療保険料について、世帯主及び

配偶者がこれを連帯して納付する義務があると定めているの

であるから、世帯主や配偶者が容易には把握できないといった

場合を除き、連帯納付義務者である世帯主や配偶者に対して、

納入の通知や督促、催告あるいは場合によっては滞納処分を実

施すべきである。 

８ 

高齢者の医療の確保に関する法律第 112 条、地方税法第９条

第１項及び第２項によって、後期高齢者医療保険料の被保険者

について相続があった場合には、その相続人は、法定相続分に

従って、被相続人に課されるべき、又は被相続人が納付し、若

しくは納入すべき後期高齢者医療保険料を納付し、又は納入し

なければならないと明確に定められているのであるから、滞納

金額が大きい事案等の一定の基準を設けた上で、相続調査を実

施し、相続人に対して滞納している後期高齢者医療保険料を請

求すべきである。 

また、滞納金額がそれほど大きくない場合であって、相続調

査を要することなく相続人を把握している場合には、当該相続

人に対して事情を聴取して、過分な負担なく可能な範囲で、相

続人に対する請求を実施すべきである。 
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第８章 指摘及び意見の概要の一覧 
 

第１ 指摘の概要 
 

該当項目 No. 指摘の概要 

第４章 市税（国民健康保険税を除く） 

第２ 個人市民税 １ 

１件当たりの課税額が、市民税 3,500 円、県民税 2,000 円と

大きくはないが、地方税法第 294 条第１項第２号で、家屋敷課

税制度について定めており、宮崎市のホームページ等でも課税

の必要性を記載しているのであるから、自己申告に頼るのみで

はなく、資産税課との連携や税務申告書類等の活用、あるいは

不審な点がある場合にはお尋ね文書を送付するなど、課税漏れ

を減らす積極的な調査方法を検討すべきである。 

第３ 法人市民税 ２ 

地方税法第 298 条において、市税に関する質問検査権が規定

されている。従業員数が 50 人に近い法人については、従業員

名簿や賃金台帳などの裏付け資料を一定の基準を設けて調

査・確認することを検討すべきである。均等割の人数計算につ

いて、アルバイト等の取り扱いは誤りが発生しやすいため適正

な申告を徹底させるために計算方法の周知を図るべきである。 

第４ 固定資産税 

３ 

虚偽の申告を行うものや申告を拒否する事業者については、

課税の公正性を維持するため、事業者に対して地方税法第 353

条に基づく現地立ち入り調査を実施し、地方税法第 298 条に基

づく質問検査権を積極的に行使すべきである。 

また、正当な理由がなく申告がないものについては地方税第

386 条（10 万円以下過料）の規定及び同法第 368 条の罰則（不

足額延滞金の徴収）の適用を検討すべきである。 

４ 

ある一定の基準を設けてそれ以上の税収が見込める案件に

ついては相続人等の調査を行い相続人の指定を行うべきであ

る。法務省関連の制度として登記官が、所有権の登記名義人の

死亡後長期間にわたり相続登記がされていない土地について、

亡くなった方の法定相続人等を探索した上で、職権で、長期間

相続登記未了である旨等を登記に付記し、法定相続人等に登記

手続を直接促すなどの不動産登記法の特例が設けられている。

また、地方公共団体の長等に財産管理人の選任申立権を付与す

る民法の特例も設けられたため、今後は、法務局とも連携し、

相続発生による所有者不明土地の解消に努めるべきである。 

 

 

 

 

第５章 その他の強制徴収公債権 

第１ 国民健康保

険税 

５ 

具体的な個別財産の記載を求めることで、相談者の財産状況

が明らかになることはもちろん、記載を拒絶するような場合に

は納付意思の誠実さについて消極的な判断材料にもなること

から、生活状況確認書に、財産の有無に関する記載欄のみでは

なく、個別の財産の具体的情報を記入する欄を設けるととも

に、当該相談者の具体的な財産状況についても聴取を試みるべ

きである。 

６ 

地方税法第９条第１項及び第２項において、国民健康保険税

の被保険者について相続があった場合には、その相続人は、法

定相続分に従って、被相続人に課されるべき、又は被相続人が

納付し、若しくは納入すべき国民健康保険税を納付し、又は納

入しなければならないと明確に定められているのであるから、

滞納金額が大きい事案等の一定の基準を設けた上で、相続調査

を実施し、相続人に対して滞納している国民健康保険税を請求

すべきである。 

第２ 後期高齢者

医療保険料 

７ 

高齢者の医療の確保に関する法律第108条第２項及び第３項

では、被保険者の後期高齢者医療保険料について、世帯主及び

配偶者がこれを連帯して納付する義務があると定めているの

であるから、世帯主や配偶者が容易には把握できないといった

場合を除き、連帯納付義務者である世帯主や配偶者に対して、

納入の通知や督促、催告あるいは場合によっては滞納処分を実

施すべきである。 

８ 

高齢者の医療の確保に関する法律第 112 条、地方税法第９条

第１項及び第２項によって、後期高齢者医療保険料の被保険者

について相続があった場合には、その相続人は、法定相続分に

従って、被相続人に課されるべき、又は被相続人が納付し、若

しくは納入すべき後期高齢者医療保険料を納付し、又は納入し

なければならないと明確に定められているのであるから、滞納

金額が大きい事案等の一定の基準を設けた上で、相続調査を実

施し、相続人に対して滞納している後期高齢者医療保険料を請

求すべきである。 

また、滞納金額がそれほど大きくない場合であって、相続調

査を要することなく相続人を把握している場合には、当該相続

人に対して事情を聴取して、過分な負担なく可能な範囲で、相

続人に対する請求を実施すべきである。 
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第３ 介護保険料 

９ 

介護保険法第 132 条第２項及び第３項では、被保険者の介護

保険料について、世帯主及び配偶者がこれを連帯して納付する

義務があると定めているのであるから、世帯主や配偶者が容易

には把握できないといった場合を除き、連帯納付義務者である

世帯主や配偶者に対して、納入の通知や督促、催告あるいは場

合によっては滞納処分を実施すべきである。 

10 

介護保険法第 143 条、地方税法第９条第１項及び第２項によ

って、介護保険料の被保険者について相続があった場合には、

その相続人は、法定相続分に従って、被相続人に課されるべき、

又は被相続人が納付し、若しくは納入すべき介護保険料を納付

し、又は納入しなければならないと明確に定められているので

あるから、滞納金額が大きい事案等の一定の基準を設けた上

で、相続調査を実施し、判明した具体的な相続人に対して滞納

している介護保険料を請求すべきである。 

第４ 下水道使用

料 
11 

地方自治法第 231 条の３第２項は、同条第１項の使用料につ

いて督促をした場合には、条例で定めるところにより、延滞金

を徴収することができると規定し、宮崎市分担金等の督促手数

料及び延滞金徴収条例第４条第１項において、使用料の納付義

務者が納期限後にその納付すべき使用料を納付する場合には、

延滞金を「徴収する」と規定している。条例において、延滞金

を「徴収することができる」ではなく、「徴収する」と規定し

ている以上、督促状に延滞金が課されること及び延滞金の計算

方法を記載すべきである。 

第５ 下水道事業

受益者負担金 
12 

納付誓約書は、一般的には債務の承認を含むものであって消

滅時効中断の効果が生じる（民法第 147 条３号）上、滞納者に

対して納付義務を明確に自覚させることによって積極的な履

行を促す効果や万一滞納処分等となった場合の納得効果も認

められるのであるから、適宜、納付誓約書の活用に努めるべき

である。 

第６ 公共下水道

事業分担金 
13 

納付誓約書は、一般的には債務の承認を含むものであって消

滅時効中断の効果が生じる（民法第 147 条３号）上、滞納者に

対して納付義務を信頼的に明確に自覚させることによって積

極的な履行を促す効果や万一滞納処分等となった場合の納得

効果も認められるのであるから、適宜、納付誓約書の活用に努

めるべきである。 

 

 

 

 

【意見７４】 

 

    学校納入金等取扱マニュアルには、悪質な未納者に対しては法的手続を活用

すべき旨が記載されているところ、実際には、この回収のために法的手続が実

施された例はないとのことである。 

 

    学校納入金は、長期間にわたり給食費を滞納しているような事例と異なり、

基本的には少額にとどまることから、相当の費用を要する法的手続を実施する

には至らないものと理解されるが、給食費と同様、悪質な滞納事例の予防にも

資するので、法的手続の活用を検討されたい。 

 

【意見７５】 

 

    給食費については平成 24 年度、その他の学校納入金については平成 27 年度

途中から、保護者の申し出に基づき、児童手当をもってその支払に充てること

ができるものとされ、これにより、本市においても学校納入金の滞納が相当程

度解消されたとのことである。 

 

    しかしながら、このような充当方法は、保護者の申し出によらなければなら

ず、具体的には所定の申出書に保護者が署名押印をして学校に提出しなければ

ならない。このため、現在も問題となっているのが、給食費の納付にも児童手

当からの充当にも応じない保護者への対応である。 

 

    児童手当法第 21 条第２項が保護者からの「申し出」を要件としているのは、

児童手当においては現実に現金を給付することが重要視されているためであ

ると理解されるため、この「申し出」を得るに当たっては決して強制にわたる

ことがあってはならないが、他方で児童手当からの充当が滞納対策において極

めて重要であることに鑑みれば、いかにして確実に、かつ任意に「申し出」を

得るか、そのノウハウの蓄積が重要である。 

 

    そこで、担当課においては、学校現場で応用できるよう、このようなノウハ

ウの蓄積及び積極的な情報共有を図るべきである。 

 

 

 

 

- 343 -- 346 -



 

 

 

 

第２ 意見の概要 
 

該当項目 No. 意見の概要 

第４章 市税（国民健康保険税を除く） 

第２ 個人市民税 

１ 

特別徴収義務者について、地方税法第 331 条第１項で定めて

いるように督促状を発した日から起算して 10 日を経過した日

以降の滞納処分に備え、速やかに預金口座や不動産等の財産調

査を実施することが望ましい。 

２ 
特別徴収が滞納の未然防止につながるため、宮崎市において

もさらに特別徴収の推進に取り組むことが望ましい。 

第３ 法人市民税 ３ 

宮崎市に支店や店舗を有している法人は、宮崎市の公共サー

ビスを享受しており、宮崎市で課税が行われるべきである。宮

崎税務署や宮崎県と情報を共有化するだけでなく、宮崎市独自

で調査を行うことを検討すべきである。固定資産税・償却資産

税の賦課情報の確認や法人の決算書等の確認を行い、地代家賃

が支払われているものについて、事務所・事業所・支店等の機

能を有するものはないか確認すべきである。その他の把握手段

としては、ショッピングモールやテナントビルの入居状況の確

認や保健所等への飲食店の営業許可情報、建築許可情報等を活

用することも検討することが望ましい。 

第４ 固定資産税 ４ 
課税の公平性の観点から、家屋について課税漏れをなくすた

めさらなる実地調査の充実を図ることが望ましい。 

第６ 軽自動車税 

５ 

地方税法第 11 条の９で第二次納税義務について規定されて

いる。本来の納税義務者が地方団体の徴収金を滞納しており、

当該納税義務者に滞納処分をしても満足な租税の確保ができ

ないと認められるときは、売主は所有権を留保しておりその処

分により損害を回復できる可能性があり、第二次納税義務者に

対して滞納処分を検討することが望ましい。 

６ 

課税の公平性の観点からも未申告の農業用作業車について

調査が必要である。調査方法としては、所得税申告資料の決算

書と資産税課が作成している償却資産課税台帳等との照合を

行い、償却資産税も軽自動車税も課税されていないような物件

について調査を行うことが望ましい。 

 

 

 

 

第６章 非強制徴収公債権（民事徴収公債権） 

第４ 卸売業者市

場使用料等 

 

14 

行政不服審査法第 82 条第１項により、行政処分については、

書面による不服申立の教示が必要とされていることから、「市

場使用料督促状」に行政不服申立ての教示にかかる記載をすべ

きである。なお、文言等については宮崎市私債権等管理マニュ

アルを参照し、各課において統一的な内容とすべきである。 

第５ 市場電気使

用料 
15 

宮崎市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例３条によ

れば、督促状は「１通につき 100 円を徴収する」とされており、

本債権は施設使用料と同一の督促状において計200円の督促手

数料を徴収しているため、この点は是正されるべきである。 

第６ 社会体育施

設等使用料 

16 

納期限までに納付しない者に対しては、宮崎市分担金等の督

促手数料及び延滞金徴収条例第２条において、納期限後 20 日

以内に期限を指定して督促状を発しなければならないこと、指

定すべき期限は、その発付の日から起算して 15 日をこえては

ならないことが規定され、同条例第３条において、督促状を発

したときは、督促手数料として１通につき 100 円を徴収すると

規定されているのであるから、本債権についても条例に基づき

督促状を発送し、督促手数料の請求も併せて行うべきである。 

17 

消滅時効を主張された場合、担当課自身が残している記録だ

けでは債務の承認について立証が困難であり、債権が消滅する

リスクが存在するため、少なくとも長期滞納者については、適

切な時期に債務承認を兼ねた支払約束に関する書面を徴求す

るなどして、債務承認については、適切に記録化すべきである。 

18 
時効が完成している債権については、適切に不納欠損処理を

行うべきである。 

第７ 宮崎市立小

中学校体育施設使

用料 

19 

納期限までに納付しない者に対しては、宮崎市分担金等の督

促手数料及び延滞金徴収条例第２条において、納期限後 20 日

以内に期限を指定して督促状を発しなければならないこと、指

定すべき期限は、その発付の日から起算して 15 日をこえては

ならないことが規定され、同条例第３条において、督促状を発

したときは、督促手数料として１通につき 100 円を徴収すると

規定されているのであるから、本債権についても条例に基づき

督促状を発送し、督促手数料の請求も併せて行うべきである。 
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20 

本債権については、債権額が少額であることから、滞納発生

後にその回収に多くのコストをかけることはできず、いかに滞

納額を増加させないかが重要となるのであるから、予約システ

ムの利用の停止措置を積極的に活用し、滞納額の増加を防ぐべ

きである。なお、予約システムの利用停止のタイミングとして

は、１回目の口座振替不能の時点とすることが望ましい。 

21 

少なくとも長期滞納者については、適切な時期に債務承認を

兼ねた支払約束に関する書面を徴求するなどして、債務承認に

ついては、適切に記録化すべきである。 

第８ 墓地管理料 22 

佐土原墓地と木原墓地については、条例において管理料の設

定はされておらず、使用料に管理料を含んで貸し出しを行なっ

ている。管理料の設定をしていないにもかかわらず、管理料を

使用料に含めて徴収する方法については、それを根拠付ける規

定は存在しない。したがって、佐土原墓地及び木原墓地の管理

料について、管理料の明確化を含めて徴収方法の見直しを検討

すべきである。 

第１０ 児童扶養

手当返納金（不正

利得の場合を除

く） 

23 

不納欠損処理は、効率的な債権管理事務の執行のために不可

欠であるので、既に消滅した債権や回収不能となっている債権

については早急に不納欠損処理を実施した上、今後は適時適切

に同処理を行われたい。 

第７章 私債権 

第１ 水道料金 24 

給水停止要綱第６条第２号では、給水停止の解除をするため

には、滞納額の一部の納入だけでは足りず、次回の納入日を確

約したことまでが必要と規定されているのであるから、同条に

従って、滞納額の一部しか納入しない者については、次回の納

入日を確約した場合に限り、給水停止を解除すべきである。 

第２ 住宅使用料 25 
法的措置対象選定会は、議会への報告案件の提出期限を考慮

し、期限に間に合うように計画的に開催されるべきである。 

第３ 退去修繕費 26 

退去後に修繕に着手する時期、修繕完了から敷金による清算

及び本債権の請求を行うまでの期間、本債権の請求書の様式等

に関する規定を整備し、速やかに敷金の清算及び本債権の請求

がなされるようにすべきである。 

 

 

 

 

27 
督促状は、請求書記載の納期限後 20 日以内に発送すべきで

ある。 

第４ 住宅新築資

金等貸付金 

28 

平成 26 年以降における滞納整理記録がない案件について、

事実上放置されるに至っている理由を調査・確認した上で、今

後徴収する見込みがある案件については催告の実施を、徴収す

ることが極めて困難であると認められる案件については不納

欠損に向けた処理を検討すべきである。 

29 

消滅時効の援用により本債権は消滅し（民法第 167 条）、も

はや本債権が回収できる見込みはない。したがって、消滅時効

の援用がなされた債権については、速やかに不納欠損の処理を

行うべきである。 

30 

破産による免責決定を得た債務者は本債権の支払義務を免

れるが、その効果は保証人には及ばないのであるから、債務者

が破産による免責決定を得た後において何の処理もなされて

いない案件であって、保証人に対する請求が可能な案件につい

ては、速やかに保証人に対する催告を行うべきである。 

31 

債務者本人が死亡したとしても、相続人全員が相続放棄をし

ない限り、債権の支払義務は消滅することはないのであるか

ら、積極的に相続人に対する請求を行い、債権回収を図るべき

である。 

第６ 田野病院事

業会計介護老人保

健施設事業収益

（介護老人保健施

設使用料） 

32 
消滅時効による債権消滅を防止するため債務全額について

の債務承認を受け、これを明記した書面を徴求すべきである。 

33 

本債権は私債権であるため、民法第 419 条及び第 404 条に基

づき遅延損害金を請求することができるところ、公平性の観点

からも遅延損害金を請求するべきである。 
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20 

本債権については、債権額が少額であることから、滞納発生

後にその回収に多くのコストをかけることはできず、いかに滞

納額を増加させないかが重要となるのであるから、予約システ

ムの利用の停止措置を積極的に活用し、滞納額の増加を防ぐべ

きである。なお、予約システムの利用停止のタイミングとして

は、１回目の口座振替不能の時点とすることが望ましい。 

21 

少なくとも長期滞納者については、適切な時期に債務承認を

兼ねた支払約束に関する書面を徴求するなどして、債務承認に

ついては、適切に記録化すべきである。 

第８ 墓地管理料 22 

佐土原墓地と木原墓地については、条例において管理料の設

定はされておらず、使用料に管理料を含んで貸し出しを行なっ

ている。管理料の設定をしていないにもかかわらず、管理料を

使用料に含めて徴収する方法については、それを根拠付ける規

定は存在しない。したがって、佐土原墓地及び木原墓地の管理

料について、管理料の明確化を含めて徴収方法の見直しを検討

すべきである。 

第１０ 児童扶養

手当返納金（不正

利得の場合を除

く） 

23 

不納欠損処理は、効率的な債権管理事務の執行のために不可

欠であるので、既に消滅した債権や回収不能となっている債権

については早急に不納欠損処理を実施した上、今後は適時適切

に同処理を行われたい。 

第７章 私債権 

第１ 水道料金 24 

給水停止要綱第６条第２号では、給水停止の解除をするため

には、滞納額の一部の納入だけでは足りず、次回の納入日を確

約したことまでが必要と規定されているのであるから、同条に

従って、滞納額の一部しか納入しない者については、次回の納

入日を確約した場合に限り、給水停止を解除すべきである。 

第２ 住宅使用料 25 
法的措置対象選定会は、議会への報告案件の提出期限を考慮

し、期限に間に合うように計画的に開催されるべきである。 

第３ 退去修繕費 26 

退去後に修繕に着手する時期、修繕完了から敷金による清算

及び本債権の請求を行うまでの期間、本債権の請求書の様式等

に関する規定を整備し、速やかに敷金の清算及び本債権の請求

がなされるようにすべきである。 

 

 

 

 

27 
督促状は、請求書記載の納期限後 20 日以内に発送すべきで

ある。 

第４ 住宅新築資

金等貸付金 

28 

平成 26 年以降における滞納整理記録がない案件について、

事実上放置されるに至っている理由を調査・確認した上で、今

後徴収する見込みがある案件については催告の実施を、徴収す

ることが極めて困難であると認められる案件については不納

欠損に向けた処理を検討すべきである。 

29 

消滅時効の援用により本債権は消滅し（民法第 167 条）、も

はや本債権が回収できる見込みはない。したがって、消滅時効

の援用がなされた債権については、速やかに不納欠損の処理を

行うべきである。 

30 

破産による免責決定を得た債務者は本債権の支払義務を免

れるが、その効果は保証人には及ばないのであるから、債務者

が破産による免責決定を得た後において何の処理もなされて

いない案件であって、保証人に対する請求が可能な案件につい

ては、速やかに保証人に対する催告を行うべきである。 

31 

債務者本人が死亡したとしても、相続人全員が相続放棄をし

ない限り、債権の支払義務は消滅することはないのであるか

ら、積極的に相続人に対する請求を行い、債権回収を図るべき

である。 

第６ 田野病院事

業会計介護老人保

健施設事業収益

（介護老人保健施

設使用料） 

32 
消滅時効による債権消滅を防止するため債務全額について

の債務承認を受け、これを明記した書面を徴求すべきである。 

33 

本債権は私債権であるため、民法第 419 条及び第 404 条に基

づき遅延損害金を請求することができるところ、公平性の観点

からも遅延損害金を請求するべきである。 
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第２ 意見の概要 
 

該当項目 No. 意見の概要 

第４章 市税（国民健康保険税を除く） 

第２ 個人市民税 

１ 

特別徴収義務者について、地方税法第 331 条第１項で定めて

いるように督促状を発した日から起算して 10 日を経過した日

以降の滞納処分に備え、速やかに預金口座や不動産等の財産調

査を実施することが望ましい。 

２ 
特別徴収が滞納の未然防止につながるため、宮崎市において

もさらに特別徴収の推進に取り組むことが望ましい。 

第３ 法人市民税 ３ 

宮崎市に支店や店舗を有している法人は、宮崎市の公共サー

ビスを享受しており、宮崎市で課税が行われるべきである。宮

崎税務署や宮崎県と情報を共有化するだけでなく、宮崎市独自

で調査を行うことを検討すべきである。固定資産税・償却資産

税の賦課情報の確認や法人の決算書等の確認を行い、地代家賃

が支払われているものについて、事務所・事業所・支店等の機

能を有するものはないか確認すべきである。その他の把握手段

としては、ショッピングモールやテナントビルの入居状況の確

認や保健所等への飲食店の営業許可情報、建築許可情報等を活

用することも検討することが望ましい。 

第４ 固定資産税 ４ 
課税の公平性の観点から、家屋について課税漏れをなくすた

めさらなる実地調査の充実を図ることが望ましい。 

第６ 軽自動車税 

５ 

地方税法第 11 条の９で第二次納税義務について規定されて

いる。本来の納税義務者が地方団体の徴収金を滞納しており、

当該納税義務者に滞納処分をしても満足な租税の確保ができ

ないと認められるときは、売主は所有権を留保しておりその処

分により損害を回復できる可能性があり、第二次納税義務者に

対して滞納処分を検討することが望ましい。 

６ 

課税の公平性の観点からも未申告の農業用作業車について

調査が必要である。調査方法としては、所得税申告資料の決算

書と資産税課が作成している償却資産課税台帳等との照合を

行い、償却資産税も軽自動車税も課税されていないような物件

について調査を行うことが望ましい。 

 

 

 

 

第６章 非強制徴収公債権（民事徴収公債権） 

第４ 卸売業者市

場使用料等 

 

14 

行政不服審査法第 82 条第１項により、行政処分については、

書面による不服申立の教示が必要とされていることから、「市

場使用料督促状」に行政不服申立ての教示にかかる記載をすべ

きである。なお、文言等については宮崎市私債権等管理マニュ

アルを参照し、各課において統一的な内容とすべきである。 

第５ 市場電気使

用料 
15 

宮崎市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例３条によ

れば、督促状は「１通につき 100 円を徴収する」とされており、

本債権は施設使用料と同一の督促状において計200円の督促手

数料を徴収しているため、この点は是正されるべきである。 

第６ 社会体育施

設等使用料 

16 

納期限までに納付しない者に対しては、宮崎市分担金等の督

促手数料及び延滞金徴収条例第２条において、納期限後 20 日

以内に期限を指定して督促状を発しなければならないこと、指

定すべき期限は、その発付の日から起算して 15 日をこえては

ならないことが規定され、同条例第３条において、督促状を発

したときは、督促手数料として１通につき 100 円を徴収すると

規定されているのであるから、本債権についても条例に基づき

督促状を発送し、督促手数料の請求も併せて行うべきである。 

17 

消滅時効を主張された場合、担当課自身が残している記録だ

けでは債務の承認について立証が困難であり、債権が消滅する

リスクが存在するため、少なくとも長期滞納者については、適

切な時期に債務承認を兼ねた支払約束に関する書面を徴求す

るなどして、債務承認については、適切に記録化すべきである。 

18 
時効が完成している債権については、適切に不納欠損処理を

行うべきである。 

第７ 宮崎市立小

中学校体育施設使

用料 

19 

納期限までに納付しない者に対しては、宮崎市分担金等の督

促手数料及び延滞金徴収条例第２条において、納期限後 20 日

以内に期限を指定して督促状を発しなければならないこと、指

定すべき期限は、その発付の日から起算して 15 日をこえては

ならないことが規定され、同条例第３条において、督促状を発

したときは、督促手数料として１通につき 100 円を徴収すると

規定されているのであるから、本債権についても条例に基づき

督促状を発送し、督促手数料の請求も併せて行うべきである。 
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26 

未納額が残っているのであれば、訪問によって未納額の一部

の徴収が行われたことがあったとしても、少なくとも月に１回

は訪問による催告を行って、債権の回収に努めることが望まし

い。 

27 

納付誓約書の取得によって時効が中断されているとしても、

その中断時点から新たに消滅時効期間の進行が始まるのであ

り（民法第 157 条第１項）、納付誓約書の取得で時効が中断し

た債権のほうが、納付誓約書を取得した後で発生した本債権よ

りも消滅時効期間が経過してしまう時期が早いことには変わ

りがないのであるから、訪問によって徴収した金員につき、納

付者から充当部分の指定がない場合には、納期限の古い債務か

ら順番に充当していくのが望ましい。 

28 

債務者本人が死亡したとしても、相続人全員が相続放棄をし

ない限り、債権の支払義務は消滅することはないのであるか

ら、未納金額と比較して明らかに相続人の調査に要する費用が

多額に及ぶことが認められるような場合でなければ、債務者本

人が死亡したときには、速やかに相続人の調査を行い、債権回

収を試みることが望ましい。 

29 

宮崎市債権管理条例第 12 条第２号によれば、債務者が破産

法に基づく免責決定を得たときには、債権放棄を行うことがで

きると定められており、債権放棄をしなければならないと定め

られてはいないが、破産法に基づく免責決定により、債務者は

本債権の支払義務を免れることとなり、本債権の請求権は消滅

するのであるから、そのような債権を時効期間が経過するまで

管理し続けることに意味はなく、債権管理の効率性の観点か

ら、債務者が破産法に基づく免責決定を得たときには、時効期

間の経過を待つことなく、速やかに不納欠損処理をすることが

望ましい。 

第２ 公設合併処

理浄化槽使用料 
30 

いつ催告をしたのかという証拠を保全しておく必要性は高

く、また、電話連絡や自宅訪問をした際の結果を業務日誌に記

載するだけでは、債務者に対して履行を請求する意思を通知し

たことが明らかになっているとは言い難いため、催告をするに

あたっては、催告書を交付する形での催告も行うことが望まし

い。 

 

 

 

 

第７ 市たばこ税 ７ 

納税義務者から提出される申告書については、数年分の増減

状況を確認し、増減幅が大きいなどの異常値を発見した場合に

は、地方税法第 470 条のたばこ税に関する質問検査権を適切に

行使し、申告が正確に行われているかの検証を行うことが望ま

しい。 

第８ 入湯税 ８ 

特別徴収義務者への調査の際は、入湯税の納入申告書と税務

資料である総勘定元帳・売上台帳・レジペーパーの裏付資料を

徴求して適正な課税と調査事務の効率化を検討すべきである。

実地調査の結果適正な申告の確認が取れることを期待する。 

第９ 事業所税 ９ 

宮崎市税条例第 136 条の９第３項で、免税点以下の事業者に

ついても申告させている。実地調査や裏付け資料を提出させ申

告が適正に行われているか確認することが望ましい。個人事業

者についても、宮崎税務署と連携し青色決算書で家屋の増改築

の有無や従業員の延べ人数等の把握も可能である。 

第１０ 滞納整理

事務について 

10 

インターネット公売で成功している事例や公売が盛んな官

公庁や地方公共団体を参考にして、公売に対する取り組みを強

化することが望ましい。 

11 

滞納処分を検討するために、滞納者の預貯金や給与について

は、これまで以上に積極的に財産調査を行い滞納処分すること

が期待される。 

第５章 その他の強制徴収公債権 

第１ 国民健康保

険税 

12 

訪問調査等によって、住民基本台帳上の「世帯主」と「主と

して生計を維持する者」とが相違していることが判明した場合

には、世帯主変更届（住民基本台帳法第 25 条第１項）の提出

を指導するなどして、納税義務者を明確にすることが望まし

い。 

13 

短期被保険者証（短期証）や被保険者資格証明書（資格証）

は、滞納額の縮減や滞納解消に繋げる効果も期待されているの

であるから、短期被保険者証（短期証）あるいは被保険者資格

証明書（資格証）との交付と滞納額の縮減や滞納解消に関する

具体的なデータを集計し、分析・活用する方法を検討すること

が望ましい。 
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14 

同一の滞納者に対する具体的な滞納処分における換価余剰

の有無については、担当者レベルの情報交換にとどまらず、国

保収納課と納税管理課の間で共通の情報交換のルールを策定

することが望ましい。 

第３ 介護保険料 15 

連帯納付義務者である世帯主への請求を実施することを前

提として、訪問調査等によって、住民基本台帳上の「世帯主」

と「主として生計を維持する者」とが相違していることが判明

した場合には、世帯主変更届（住民基本台帳法第 25 条第１項）

の提出を指導するなどして、納付義務者を明確にすることが望

ましい。 

第４ 下水道使用

料 

16 

「本人死亡」という理由で不納欠損処理をするにあたって

は、相続人調査として、住民基本台帳情報の調査だけではなく、

戸籍情報の調査まで実施することが望ましい。 

17 

口座振替による徴収につき、再度の口座振替日を金融機関の

最終営業日に変更し、納入方法の違いによる不公平を是正する

ことが望ましい。 

18 

水道料金と同一の督促状を使用している現状においても督

促状に下水道使用料について滞納処分が行われる可能性があ

ることを記載することが望ましく、水道料金と本債権の督促状

を異なる様式にすることも検討すべきである。 

第５ 下水道事業

受益者負担金 
19 

債権回収の効果を上げるためには、督促状による納期限を経

過した後、できる限り短期間のうちに催告を行うことが望まし

いことは明らかであるから、督促状による納期限の経過から催

告書の発送までの期間が長期にならないように催告書の発送

回数及び発送時期について検討することが望ましい。 

第６ 公共下水道

事業分担金 
20 

債権回収の効果を上げるためには、督促状による納期限を経

過した後、できる限り短期間のうちに催告を行うことが望まし

いことは明らかであるから、督促状による納期限の経過から催

告書の発送までの期間が長期にならないように催告書の発送

回数及び発送時期について検討することが望ましい。 

 

 

 

 

第７ 保育所保育

料 

21 

保育料徴収嘱託員の回収業務に際し想定される種々の場面

を想定し、これに対応できる詳細なマニュアルを整備し、これ

に従った業務執行をすべきである。 

22 

直近３年間でも毎年 1000 万円近い収入未済が現に生じてい

ることに鑑み、資産調査の実施等、担当課のみならず、全市的

な対応を検討されたい。 

23 

事実上回収不能となった債権について、消滅時効の完成を待

って不納欠損処理をすることは妥当な債権管理の手法である

と考えられるが、他方で、「事実上回収不能」であることを判

断する明確な基準はない。どの程度の回収の努力をすれば回収

不能と認めるのが相当であるかについて明確な基準を定めな

ければ、回収し得る債権について適切な回収の措置を採らず、

他方回収の余地のない債権について回収の措置を採るなどの

不適切な管理回収業務が行われかねない。このような判断基準

の策定を検討されたい。 

第８ 訓練等給付

費等返還金 
24 

本債権は地方税に次ぐ優先性を有するのであるから、該当の

法人が一定の資産を有する限り、積極的に滞納処分を実施すべ

きである。 

また、不正利得と判断した証拠の内容にもよるところである

が、代表者や不正利得に中心的に関与した人物の個人責任の追

及も視野に検討すべきである（実際には、本市の法務部門や顧

問弁護士等とともに十分検討の上、対応方針を決せられたい）。 

第６章 非強制徴収公債権（民事徴収公債権） 

第１ し尿汲取手

数料 
25 

催告は、書面でも口頭でもよく、何らの方式も必要としない

が、消滅時効の完成を６か月猶予するという法的効果を有して

いる（民法第 153 条）。そのため、いつ催告をしたのかという

証拠を保全しておく必要性は高く、また、電話連絡や自宅訪問

をした際の結果を業務日誌に記載するだけでは、債務者に対し

て履行を請求する意思を通知したことが明らかになっている

とは言い難い。そして、宮崎市私債権等管理マニュアルにおい

ても、催告の方法として、まずは文書による催告を行い、債務

者から反応がない場合に電話や訪問による催告に移行するこ

とが想定されていることをも考慮すれば、適宜、催告書を交付

する形での催告を行うことが望ましい。 
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14 

同一の滞納者に対する具体的な滞納処分における換価余剰

の有無については、担当者レベルの情報交換にとどまらず、国

保収納課と納税管理課の間で共通の情報交換のルールを策定

することが望ましい。 

第３ 介護保険料 15 

連帯納付義務者である世帯主への請求を実施することを前

提として、訪問調査等によって、住民基本台帳上の「世帯主」

と「主として生計を維持する者」とが相違していることが判明

した場合には、世帯主変更届（住民基本台帳法第 25 条第１項）

の提出を指導するなどして、納付義務者を明確にすることが望

ましい。 

第４ 下水道使用

料 

16 

「本人死亡」という理由で不納欠損処理をするにあたって

は、相続人調査として、住民基本台帳情報の調査だけではなく、

戸籍情報の調査まで実施することが望ましい。 

17 

口座振替による徴収につき、再度の口座振替日を金融機関の

最終営業日に変更し、納入方法の違いによる不公平を是正する

ことが望ましい。 

18 

水道料金と同一の督促状を使用している現状においても督

促状に下水道使用料について滞納処分が行われる可能性があ

ることを記載することが望ましく、水道料金と本債権の督促状

を異なる様式にすることも検討すべきである。 

第５ 下水道事業

受益者負担金 
19 

債権回収の効果を上げるためには、督促状による納期限を経

過した後、できる限り短期間のうちに催告を行うことが望まし

いことは明らかであるから、督促状による納期限の経過から催

告書の発送までの期間が長期にならないように催告書の発送

回数及び発送時期について検討することが望ましい。 

第６ 公共下水道

事業分担金 
20 

債権回収の効果を上げるためには、督促状による納期限を経

過した後、できる限り短期間のうちに催告を行うことが望まし

いことは明らかであるから、督促状による納期限の経過から催

告書の発送までの期間が長期にならないように催告書の発送

回数及び発送時期について検討することが望ましい。 

 

 

 

 

第７ 保育所保育

料 

21 

保育料徴収嘱託員の回収業務に際し想定される種々の場面

を想定し、これに対応できる詳細なマニュアルを整備し、これ

に従った業務執行をすべきである。 

22 

直近３年間でも毎年 1000 万円近い収入未済が現に生じてい

ることに鑑み、資産調査の実施等、担当課のみならず、全市的

な対応を検討されたい。 

23 

事実上回収不能となった債権について、消滅時効の完成を待

って不納欠損処理をすることは妥当な債権管理の手法である

と考えられるが、他方で、「事実上回収不能」であることを判

断する明確な基準はない。どの程度の回収の努力をすれば回収

不能と認めるのが相当であるかについて明確な基準を定めな

ければ、回収し得る債権について適切な回収の措置を採らず、

他方回収の余地のない債権について回収の措置を採るなどの

不適切な管理回収業務が行われかねない。このような判断基準

の策定を検討されたい。 

第８ 訓練等給付

費等返還金 
24 

本債権は地方税に次ぐ優先性を有するのであるから、該当の

法人が一定の資産を有する限り、積極的に滞納処分を実施すべ

きである。 

また、不正利得と判断した証拠の内容にもよるところである

が、代表者や不正利得に中心的に関与した人物の個人責任の追

及も視野に検討すべきである（実際には、本市の法務部門や顧

問弁護士等とともに十分検討の上、対応方針を決せられたい）。 

第６章 非強制徴収公債権（民事徴収公債権） 

第１ し尿汲取手

数料 
25 

催告は、書面でも口頭でもよく、何らの方式も必要としない

が、消滅時効の完成を６か月猶予するという法的効果を有して

いる（民法第 153 条）。そのため、いつ催告をしたのかという

証拠を保全しておく必要性は高く、また、電話連絡や自宅訪問

をした際の結果を業務日誌に記載するだけでは、債務者に対し

て履行を請求する意思を通知したことが明らかになっている

とは言い難い。そして、宮崎市私債権等管理マニュアルにおい

ても、催告の方法として、まずは文書による催告を行い、債務

者から反応がない場合に電話や訪問による催告に移行するこ

とが想定されていることをも考慮すれば、適宜、催告書を交付

する形での催告を行うことが望ましい。 
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26 

未納額が残っているのであれば、訪問によって未納額の一部

の徴収が行われたことがあったとしても、少なくとも月に１回

は訪問による催告を行って、債権の回収に努めることが望まし

い。 

27 

納付誓約書の取得によって時効が中断されているとしても、

その中断時点から新たに消滅時効期間の進行が始まるのであ

り（民法第 157 条第１項）、納付誓約書の取得で時効が中断し

た債権のほうが、納付誓約書を取得した後で発生した本債権よ

りも消滅時効期間が経過してしまう時期が早いことには変わ

りがないのであるから、訪問によって徴収した金員につき、納

付者から充当部分の指定がない場合には、納期限の古い債務か

ら順番に充当していくのが望ましい。 

28 

債務者本人が死亡したとしても、相続人全員が相続放棄をし

ない限り、債権の支払義務は消滅することはないのであるか

ら、未納金額と比較して明らかに相続人の調査に要する費用が

多額に及ぶことが認められるような場合でなければ、債務者本

人が死亡したときには、速やかに相続人の調査を行い、債権回

収を試みることが望ましい。 

29 

宮崎市債権管理条例第 12 条第２号によれば、債務者が破産

法に基づく免責決定を得たときには、債権放棄を行うことがで

きると定められており、債権放棄をしなければならないと定め

られてはいないが、破産法に基づく免責決定により、債務者は

本債権の支払義務を免れることとなり、本債権の請求権は消滅

するのであるから、そのような債権を時効期間が経過するまで

管理し続けることに意味はなく、債権管理の効率性の観点か

ら、債務者が破産法に基づく免責決定を得たときには、時効期

間の経過を待つことなく、速やかに不納欠損処理をすることが

望ましい。 

第２ 公設合併処

理浄化槽使用料 
30 

いつ催告をしたのかという証拠を保全しておく必要性は高

く、また、電話連絡や自宅訪問をした際の結果を業務日誌に記

載するだけでは、債務者に対して履行を請求する意思を通知し

たことが明らかになっているとは言い難いため、催告をするに

あたっては、催告書を交付する形での催告も行うことが望まし

い。 

 

 

 

 

第７ 市たばこ税 ７ 

納税義務者から提出される申告書については、数年分の増減

状況を確認し、増減幅が大きいなどの異常値を発見した場合に

は、地方税法第 470 条のたばこ税に関する質問検査権を適切に

行使し、申告が正確に行われているかの検証を行うことが望ま

しい。 

第８ 入湯税 ８ 

特別徴収義務者への調査の際は、入湯税の納入申告書と税務

資料である総勘定元帳・売上台帳・レジペーパーの裏付資料を

徴求して適正な課税と調査事務の効率化を検討すべきである。

実地調査の結果適正な申告の確認が取れることを期待する。 

第９ 事業所税 ９ 

宮崎市税条例第 136 条の９第３項で、免税点以下の事業者に

ついても申告させている。実地調査や裏付け資料を提出させ申

告が適正に行われているか確認することが望ましい。個人事業

者についても、宮崎税務署と連携し青色決算書で家屋の増改築

の有無や従業員の延べ人数等の把握も可能である。 

第１０ 滞納整理

事務について 

10 

インターネット公売で成功している事例や公売が盛んな官

公庁や地方公共団体を参考にして、公売に対する取り組みを強

化することが望ましい。 

11 

滞納処分を検討するために、滞納者の預貯金や給与について

は、これまで以上に積極的に財産調査を行い滞納処分すること

が期待される。 

第５章 その他の強制徴収公債権 

第１ 国民健康保

険税 

12 

訪問調査等によって、住民基本台帳上の「世帯主」と「主と

して生計を維持する者」とが相違していることが判明した場合

には、世帯主変更届（住民基本台帳法第 25 条第１項）の提出

を指導するなどして、納税義務者を明確にすることが望まし

い。 

13 

短期被保険者証（短期証）や被保険者資格証明書（資格証）

は、滞納額の縮減や滞納解消に繋げる効果も期待されているの

であるから、短期被保険者証（短期証）あるいは被保険者資格

証明書（資格証）との交付と滞納額の縮減や滞納解消に関する

具体的なデータを集計し、分析・活用する方法を検討すること

が望ましい。 
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第７章 私債権 

第１ 水道料金 

48 

債務者本人が死亡したとしても、相続人全員が相続放棄をし

ない限り、債権の支払義務は消滅することはないのであるか

ら、「本人死亡」という理由で不納欠損処理をするにあたって

は、相続人調査として、住民基本台帳情報の調査だけではなく、

戸籍情報の調査まで実施することが望ましい。 

49 

口座振替による徴収につき、再度の口座振替日を金融機関の

最終営業日に変更し、納入方法の違いによる不公平を是正する

ことが望ましい。 

50 

１期以上滞納がある者全員に対して何らかの通知書を送付

するにしても、「未納通知・給水停止予告通知書」と様式を異

にする通知書を送付することが望ましい。 

第２ 住宅使用料 

51 

連帯保証人は催告の抗弁や検索の抗弁の権利を有していな

いから（民法第 454 条）、滞納整理においては、連帯保証人に

対して納付指導要請書を送付するだけに留めるのではなく、催

告書を送付する等して、適時に納入の請求を行い、連帯保証人

からの債権回収を図ることが望ましい。 

52 

住居を失うか否かは入居者の生活において死活問題である

から、法的措置対象者の選定要件の判断基準を明確にしておく

ことが望ましい。判断基準を明確にしておくことにより、裁量

の幅が狭くなり、公平な事務執行にも資することになる。した

がって、「納付義務意識が欠けている者」の該当性をいかなる

基準で判断するかについて、その判断結果に不公平さが生じな

いように、事務処理要綱もしくはその他の内部規範において明

示することが望まれる。 

53 

最終催告書によって明渡請求を受けた者の入居継続の条件

は、滞納家賃の一括納付のみの運用であり、例外的運用は考え

られていないが、事務処理要綱第９条第５項では、滞納家賃の

一括納付が「原則」である旨が定められており、例外を認める

規定となっているため、例外を一切認めない趣旨であれば、事

務処理要綱第９条第５項の「原則」という語句の削除を検討す

べきであるし、例外を認める趣旨であれば、どのような場合を

例外とするのかについて具体的に記載することが望ましい。 

 

 

 

 

31 

滞納整理を効率的に行うためには、使用者ごとの滞納整理状

況が速やかに一覧できることが重要であるから、浄化槽管理シ

ステムにおいて、使用者ごとに滞納整理状況が一覧できるよう

に管理することが望ましい。 

第３ 農業集落排

水処理施設使用料 
32 

本債権は、強制徴収公債権である下水道使用料とは異なり、

非強制徴収公債権（民事徴収公債権）であって、滞納処分の例

による徴収は行われない。下水道使用料の項目において意見を

述べているとおり、下水道使用料の督促状に滞納処分に関する

記載をすることが望ましいことからすれば、本債権の督促は下

水道使用料と区別して行うべきであり、現在の督促状に本債権

と下水道使用料を区別した記載をするか、下水道使用料と異な

る書式の督促状を用いることが望ましい。 

第４ 卸売業者市

場使用料等 

33 

債権管理にあたっては、そもそも未収債権を発生させないこ

とが肝要であり、卸売市場の市場使用料に関しては、許可の時

点で申請業者の財政状況を確認することができるのであるか

ら、疑問が残る場合には原状回復費用も踏まえた将来の債権の

保全の観点から、財政状況や事業の収益性についてより慎重に

検証することが望ましい。 

34 

卸売市場に関しては、施設使用者がその業務を行なうのに必

要な資力信用を有しなくなったと認めるときは、許可を取り消

すものとされているところ、どのような場合に「必要な資力を

有しなくなった」に該当するのかについて具体的な基準が存在

していないため、この点に関する具体的な運用基準を設定する

ことが、事務の効率性及び公平性の観点から望ましい。 

35 

画一的かつ効率的な事務処理のため、宮崎市私債権等管理マ

ニュアルを参照し、同マニュアルをそのまま利用するのか実際

に応じて修正する点があるのか等について具体的に検討する

機会を設けることが望ましい。 

第６ 社会体育施

設等使用料 
36 

社会体育施設等使用料は債権額が少額であって、滞納発生後

に回収に多くのコストを掛けることはできないため、いかに滞

納額を増加させないかが重要となることから、予約システムの

利用停止の措置は、遅くとも初回の督促期限の経過の時点では

採ること望ましい。 
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37 

施設使用料滞納者リストには、体育施設を使用した月が特定

されているのみであり、消滅時効期間の起算日が記載されてい

ないため、適切な時効管理のため、具体的な利用日を記載する

か、利用月の初日を起算日として時効管理をする運用を明確に

することが望ましい。 

38 

督促の流れなど基本的な点は、宮崎市私債権等管理マニュア

ルを参照する方法でもよいと思われるが、予約システムと利用

の停止という独自の措置が存在しているため、業務の効率化と

画一的な処理のため、債権管理の独自のマニュアルを整備する

ことが望ましい。 

第７ 宮崎市立小

中学校体育施設使

用料 

39 

学校体育施設使用料滞納者リストには、体育館を使用した月

が特定されているのみであり、消滅時効期間の起算日が記載さ

れていないため、適切な時効管理のため、具体的な利用日を記

載するか、利用月の初日を起算日として時効管理をする運用を

明確にすることが望ましい。 

40 

督促の流れなど基本的な点は、宮崎市私債権等管理マニュア

ルを参照する方法でもよいと思われるが、予約システムと利用

の停止という独自の措置が存在しているため、業務の効率化と

画一的な処理のため、債権管理の独自のマニュアルを整備する

ことが望ましい。 

第８ 墓地管理料 

41 

納期限までに納付しない者に対しては、宮崎市分担金等の督

促手数料及び延滞金徴収条例第２条において、納期限後 20 日

以内に期限を指定して督促状を発しなければならないこと、指

定すべき期限は、その発付の日から起算して 15 日をこえては

ならないことが規定され、同条例第３条において、督促状を発

したときは、督促手数料として１通につき 100 円を徴収すると

規定されているところ、督促手数料は適切に請求されているも

のの、平成 29 年度における督促状の発送が一部納期限後 20 日

を過ぎ、条例に反する事態が生じていた。 

42 

督促の流れなど基本的な点は、宮崎市私債権等管理マニュア

ルを参照する方法でもよいと思われるが、使用権の消滅という

独自の措置が存在しているため、その手順も踏まえて、業務の

効率化と画一的な処理のため、債権管理の独自のマニュアルを

整備することが望ましい。 

 

 

 

 

第９ 文化施設使

用料 
43 

例えば過去に未納歴のある使用者については使用を許可し

ない扱いとすることなどの間接的な方法も視野に入れて、後払

いの使用料の納付を確保する手段を検討すべきである。 

第１０ 児童扶養

手当返納金（不正

利得の場合を除

く） 

44 

特に過年度分について、例えば、悪質な滞納者に対しては、

訪問による督促を頻回に行うなどのより踏み込んだ対応が必

要と思われる。本事業の専任担当者２名が給付事務と債権管理

事務を兼任しているという現状の人的体制を含め、福祉部ひい

ては本市が、本債権に係る人的体制を抜本的に見直すことも視

野に入れて検討することが望ましい。 

また、回収の一手段として、法的手続の活用を検討されたい。 

45 

本債権が公債権であることや、本来福祉目的で給付される児

童扶養手当の返納を求める場面であり一般的な私債権の管理

回収とは異なる考慮要素があることから、宮崎市私債権等管理

マニュアルに補足するような形式でも差し支えないと考えら

れるので、本債権の管理回収に関する原則的なマニュアルの策

定を検討すべきである。 

第１２ 重度心身

障害者医療高額療

養費返納金 

46 

現行の運用上、国民健康保険及び後期高齢者医療保険の被保

険者が重度心身障害者医療費高額療養費の給付対象となった

場合、本市障がい福祉課において、二重払いとなる額を国民健

康保険の保険者たる本市または宮崎県後期高齢者医療広域連

合より代理受領することについての委任状を徴求し、これに基

づいて処理を行っているが、いかにして確実に、かつトラブル

なく委任状を確保するか、及び委任状の提出を受けられない場

合にどのように対応するかを、担当課において検討されたい。 

47 

現在唯一ある本債権の収入未済は、社会保険側が何らかの事

情によって本市との調整を経ないまま高額療養費を支給した

ことから、その事情を知らない本市も満額を支給してしまい、

結果として二重支給となってしまったことによるものである。

そこで、このような事態の再発を防止し、債権管理事務の負担

を軽減するためにも、社会保険側とも協力の上二重支給となっ

た原因を究明し、再発防止策の策定に努められたい。 
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37 

施設使用料滞納者リストには、体育施設を使用した月が特定

されているのみであり、消滅時効期間の起算日が記載されてい

ないため、適切な時効管理のため、具体的な利用日を記載する

か、利用月の初日を起算日として時効管理をする運用を明確に

することが望ましい。 

38 

督促の流れなど基本的な点は、宮崎市私債権等管理マニュア

ルを参照する方法でもよいと思われるが、予約システムと利用

の停止という独自の措置が存在しているため、業務の効率化と

画一的な処理のため、債権管理の独自のマニュアルを整備する

ことが望ましい。 

第７ 宮崎市立小

中学校体育施設使

用料 

39 

学校体育施設使用料滞納者リストには、体育館を使用した月

が特定されているのみであり、消滅時効期間の起算日が記載さ

れていないため、適切な時効管理のため、具体的な利用日を記

載するか、利用月の初日を起算日として時効管理をする運用を

明確にすることが望ましい。 

40 

督促の流れなど基本的な点は、宮崎市私債権等管理マニュア

ルを参照する方法でもよいと思われるが、予約システムと利用

の停止という独自の措置が存在しているため、業務の効率化と

画一的な処理のため、債権管理の独自のマニュアルを整備する

ことが望ましい。 

第８ 墓地管理料 

41 

納期限までに納付しない者に対しては、宮崎市分担金等の督

促手数料及び延滞金徴収条例第２条において、納期限後 20 日

以内に期限を指定して督促状を発しなければならないこと、指

定すべき期限は、その発付の日から起算して 15 日をこえては

ならないことが規定され、同条例第３条において、督促状を発

したときは、督促手数料として１通につき 100 円を徴収すると

規定されているところ、督促手数料は適切に請求されているも

のの、平成 29 年度における督促状の発送が一部納期限後 20 日

を過ぎ、条例に反する事態が生じていた。 

42 

督促の流れなど基本的な点は、宮崎市私債権等管理マニュア

ルを参照する方法でもよいと思われるが、使用権の消滅という

独自の措置が存在しているため、その手順も踏まえて、業務の

効率化と画一的な処理のため、債権管理の独自のマニュアルを

整備することが望ましい。 

 

 

 

 

第９ 文化施設使

用料 
43 

例えば過去に未納歴のある使用者については使用を許可し

ない扱いとすることなどの間接的な方法も視野に入れて、後払

いの使用料の納付を確保する手段を検討すべきである。 

第１０ 児童扶養

手当返納金（不正

利得の場合を除

く） 

44 

特に過年度分について、例えば、悪質な滞納者に対しては、

訪問による督促を頻回に行うなどのより踏み込んだ対応が必

要と思われる。本事業の専任担当者２名が給付事務と債権管理

事務を兼任しているという現状の人的体制を含め、福祉部ひい

ては本市が、本債権に係る人的体制を抜本的に見直すことも視

野に入れて検討することが望ましい。 

また、回収の一手段として、法的手続の活用を検討されたい。 

45 

本債権が公債権であることや、本来福祉目的で給付される児

童扶養手当の返納を求める場面であり一般的な私債権の管理

回収とは異なる考慮要素があることから、宮崎市私債権等管理

マニュアルに補足するような形式でも差し支えないと考えら

れるので、本債権の管理回収に関する原則的なマニュアルの策

定を検討すべきである。 

第１２ 重度心身

障害者医療高額療

養費返納金 

46 

現行の運用上、国民健康保険及び後期高齢者医療保険の被保

険者が重度心身障害者医療費高額療養費の給付対象となった

場合、本市障がい福祉課において、二重払いとなる額を国民健

康保険の保険者たる本市または宮崎県後期高齢者医療広域連

合より代理受領することについての委任状を徴求し、これに基

づいて処理を行っているが、いかにして確実に、かつトラブル

なく委任状を確保するか、及び委任状の提出を受けられない場

合にどのように対応するかを、担当課において検討されたい。 

47 

現在唯一ある本債権の収入未済は、社会保険側が何らかの事

情によって本市との調整を経ないまま高額療養費を支給した

ことから、その事情を知らない本市も満額を支給してしまい、

結果として二重支給となってしまったことによるものである。

そこで、このような事態の再発を防止し、債権管理事務の負担

を軽減するためにも、社会保険側とも協力の上二重支給となっ

た原因を究明し、再発防止策の策定に努められたい。 
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第７章 私債権 

第１ 水道料金 

48 

債務者本人が死亡したとしても、相続人全員が相続放棄をし

ない限り、債権の支払義務は消滅することはないのであるか

ら、「本人死亡」という理由で不納欠損処理をするにあたって

は、相続人調査として、住民基本台帳情報の調査だけではなく、

戸籍情報の調査まで実施することが望ましい。 

49 

口座振替による徴収につき、再度の口座振替日を金融機関の

最終営業日に変更し、納入方法の違いによる不公平を是正する

ことが望ましい。 

50 

１期以上滞納がある者全員に対して何らかの通知書を送付

するにしても、「未納通知・給水停止予告通知書」と様式を異

にする通知書を送付することが望ましい。 

第２ 住宅使用料 

51 

連帯保証人は催告の抗弁や検索の抗弁の権利を有していな

いから（民法第 454 条）、滞納整理においては、連帯保証人に

対して納付指導要請書を送付するだけに留めるのではなく、催

告書を送付する等して、適時に納入の請求を行い、連帯保証人

からの債権回収を図ることが望ましい。 

52 

住居を失うか否かは入居者の生活において死活問題である

から、法的措置対象者の選定要件の判断基準を明確にしておく

ことが望ましい。判断基準を明確にしておくことにより、裁量

の幅が狭くなり、公平な事務執行にも資することになる。した

がって、「納付義務意識が欠けている者」の該当性をいかなる

基準で判断するかについて、その判断結果に不公平さが生じな

いように、事務処理要綱もしくはその他の内部規範において明

示することが望まれる。 

53 

最終催告書によって明渡請求を受けた者の入居継続の条件

は、滞納家賃の一括納付のみの運用であり、例外的運用は考え

られていないが、事務処理要綱第９条第５項では、滞納家賃の

一括納付が「原則」である旨が定められており、例外を認める

規定となっているため、例外を一切認めない趣旨であれば、事

務処理要綱第９条第５項の「原則」という語句の削除を検討す

べきであるし、例外を認める趣旨であれば、どのような場合を

例外とするのかについて具体的に記載することが望ましい。 

 

 

 

 

31 

滞納整理を効率的に行うためには、使用者ごとの滞納整理状

況が速やかに一覧できることが重要であるから、浄化槽管理シ

ステムにおいて、使用者ごとに滞納整理状況が一覧できるよう

に管理することが望ましい。 

第３ 農業集落排

水処理施設使用料 
32 

本債権は、強制徴収公債権である下水道使用料とは異なり、

非強制徴収公債権（民事徴収公債権）であって、滞納処分の例

による徴収は行われない。下水道使用料の項目において意見を

述べているとおり、下水道使用料の督促状に滞納処分に関する

記載をすることが望ましいことからすれば、本債権の督促は下

水道使用料と区別して行うべきであり、現在の督促状に本債権

と下水道使用料を区別した記載をするか、下水道使用料と異な

る書式の督促状を用いることが望ましい。 

第４ 卸売業者市

場使用料等 

33 

債権管理にあたっては、そもそも未収債権を発生させないこ

とが肝要であり、卸売市場の市場使用料に関しては、許可の時

点で申請業者の財政状況を確認することができるのであるか

ら、疑問が残る場合には原状回復費用も踏まえた将来の債権の

保全の観点から、財政状況や事業の収益性についてより慎重に

検証することが望ましい。 

34 

卸売市場に関しては、施設使用者がその業務を行なうのに必

要な資力信用を有しなくなったと認めるときは、許可を取り消

すものとされているところ、どのような場合に「必要な資力を

有しなくなった」に該当するのかについて具体的な基準が存在

していないため、この点に関する具体的な運用基準を設定する

ことが、事務の効率性及び公平性の観点から望ましい。 

35 

画一的かつ効率的な事務処理のため、宮崎市私債権等管理マ

ニュアルを参照し、同マニュアルをそのまま利用するのか実際

に応じて修正する点があるのか等について具体的に検討する

機会を設けることが望ましい。 

第６ 社会体育施

設等使用料 
36 

社会体育施設等使用料は債権額が少額であって、滞納発生後

に回収に多くのコストを掛けることはできないため、いかに滞

納額を増加させないかが重要となることから、予約システムの

利用停止の措置は、遅くとも初回の督促期限の経過の時点では

採ること望ましい。 
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第１３  給食費

（及び学校納入金

一般） 

71 

現在、給食費については、未納が発生した場合、法的手続を

含め回収のための種々の措置が行われており、この取組自体は

評価に値するが、その一方で、法的手続を経てもなお回収に至

らない案件も存在する。 

一般的には、手を尽くすも回収に至らなかった債権は、回収

不能とみなして不納欠損処理が行われるが、回収に至らなかっ

た給食費が最終的にどのように処理されているかは、所管課に

おいても不明である。担当者によれば、最終的には不納欠損又

はこれに準ずる処理をするはずであり、それは学校で行われて

いるはずだが、その実態は把握されていないとのことである。

学校納入金関係の統一的な取扱マニュアルである「学校納入金

等取扱マニュアル」においても、回収に至るまでの諸手続につ

いては詳細な記載がなされている一方、回収不能となった債権

の処理については言及されていない。学校の私費会計に属する

債権の場合、「歳入」ではなく調定も行われないことから、不

納欠損処理の対象ではないという考え方も有り得るが、回収不

能となった以上何らかの処理が必要となることは言うまでも

ない。この問題は、給食費のみならず学校納入金全体に共通す

る。 

給食費その他学校の私費会計に属する債権も、児童生徒が業

者に直接副教材費を支払う場合のように、学校が管理回収に関

わる余地のないものを除き、本市が有する債権であることには

変わりないのであるから、回収不能時の処理は統一的なルール

に従ってなされるべきであり、個々の学校に委ねるのは相当で

ない。そして、そのルールは、給食費や副教材費等の費目の性

質を踏まえた上で、本市において定める必要がある。 

もっとも、特に給食費については、現在公会計化に向けた調

査研究がなされている最中であり、これが実現すれば、債権と

しての管理方法や不納欠損処理等の手順が一般の歳入債権と

同様となる。この調査研究が早期に結実し、適正な債権管理が

なされることを期待して、この点を指摘とせず意見にとどめ

る。 

72 

本市が定める学校給食費未納対策マニュアルには「誰が」滞

納者の対応に当たるのかが明記されていないため、想定される

場面を設定して場合分けするなどして、滞納給食費について、

「誰が対応すべきかわからない」ことにならないようにすべき

である。 

 

 

 

 

第３ 退去修繕費 54 

債務者本人が死亡したとしても、相続人全員が相続放棄をし

ない限り、債権の支払義務は消滅することはないのであるか

ら、未納金額と比較して明らかに相続人の調査に要する費用が

多額に及ぶことが認められるような場合でなければ、債務者本

人が死亡したときには、速やかに相続人の調査を行い、債権回

収を試みることが望ましい。 

第４ 住宅新築資

金等貸付金 
55 

本債権の案件すべてについて、徴収することができる見込み

があるのかにつき再検討を行い、今後採るべき方針や対応につ

いての整理を図ることが望ましい。 

第５ 病院医業収

益及び病院医業外

収益 

56 

債権管理に用いられている個別調書について、「時効援用：

要・不要」の欄について、「要」を選択もしくは「不要」とい

う項目を削除して時効援用の必要性を明確にすべきである。 

57 

連帯保証人の要否等について、指定管理者との協議を行い、

その運用を明確にしておくべきである。この点は、医師の応召

義務（医師法第 19 条）との関係で、連帯保証人の存在を入院

の条件とすることはできないが、債権保全の観点からは有用な

制度であるため活用すべきである。  

また、個別調書によれば、指定管理者と市との間の債権管理

についての事務の範囲について、不明確になっている部分があ

ると思われるため、その機会に債権管理に関する双方の業務の

分掌を明確にし、相互の協力体制をシステム化するためにも協

議を行うことが望ましい。 

58 

催告書に対して何ら反応がなかったものについては、債権額

等を勘案して、催告書送付のみではなく、電話対応等の個別対

応を積極的に行うことが望ましい。平成 30 年度より部分的に

個別対応が始まっていることから、同様の対応を継続していく

べきである。 

59 

不納欠損について疑義が生じた場合に、経過の記録が存在し

ていることが重要となるため、不納欠損事由を明確化し、その

詳細についての記録を整理するべきである。 

もっとも、平成 30 年度に予定している不納欠損については、

不納欠損事由の明確化及び経緯等の資料の整理がなされてい

るため、現時点では問題状況は改善されており、今後の注意喚

起のため意見として述べる。 
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第６ 田野病院事

業会計介護老人保

健施設事業収益

（介護老人保健施

設使用料） 

60 

第三者が自ら債務を引き受ける旨の意思を明らかにしてい

る場合には、当該第三者から提出を受ける納入誓約書の記載

は、当該第三者が債務の全額を支払う意思を有していることに

ついて明確に記載された内容とすべきである。 

第７ 災害援護資

金貸付金 

61 

現状のとおり催告書の送付や戸別訪問によって償還を促す

ならば、担当者の増員や回収業務の効率化など回収体制の見直

しが必要であると考えられる。 

62 

困窮等により償還が困難となり、かつ将来にわたっても返済

能力を回復する見込みがない事例など（現に本市においてその

ような事例があるかどうかは別として）、管理回収業務を行う

こと自体経済合理性のない事例については、一定の要件のもと

債権を放棄し、管理回収業務の対象から除外する扱いとするこ

とも検討することが望ましい。 

第８ 母子父子寡

婦福祉資金貸付金 

63 

漫然と本債権を時効消滅させることのないよう、分納誓約書

や残高確認書によって債務承認を求めることなどの徹底を今

一度図るべきである。 

64 

償還が途絶えてから一定期間（なかんずく消滅時効期間であ

る最後の時効中断から 10 年）が経過したものや、債務者の置

かれた状況に照らし回収が著しく困難となったもの等につい

ては、管理回収に要するコスト（本市の内部的コストを含む）

と以後の回収可能性を比較衡量し、管理回収コストが回収の期

待を上回ると判断される場合にはこれを積極的に不納欠損処

理するなどして、管理回収の効率化を図るべきである。特に、

時効中断に努めたにもかかわらず消滅時効が完成したものに

ついては、援用を待たずに不納欠損処理をすることを視野に入

れるべきである。本債権の実務に適した形での管理回収の効率

化をお願いしたい。 

65 

「宮崎市母子福祉資金及び父子福祉資金並びに寡婦福祉資

金貸付事務取扱要領」と題する要領が存在し、その第 38 条に

おいて滞納整理に関する規定がなされてはいるが、本債権の管

理回収について、滞納から不納欠損処理に至るまでの一貫した

内部マニュアルを策定し、画一的かつ効率的な事務処理ができ

るようにすべきである。 

 

 

 

 

66 

法的手続には一定のコストと手間がかかる上、強制執行の対

象となる資産がなければ現実の回収は困難であるが、判決の有

する執行力を背景に訴訟上の和解によって任意の支払を促す

などの事実上の効果もあるので、適切に活用されたい。 

第１０ 乳幼児医

療高額療養費返納

金 

67 

現行の運用上、国民健康保険の被保険者が乳幼児医療高額療

養費の給付対象となった場合、本市親子保健課において、二重

払いとなる額を国民健康保険の保険者たる本市より代理受領

することについての委任状を徴求し、これに基づいて処理を行

っているところ、国民健康保険においても、社会保険診療報酬

支払基金と同様の運用ができないか、必要に応じて立法的解決

を含めて検討されたい。運用の変更が困難である場合、いかに

して確実に委任状を確保するかについても検討されたい。 

第１１ 児童クラ

ブ事業利用者負担

金 

68 

本債権のうち現年度調定分については高い回収率を示して

いる一方、過年度収入未済分の回収状況は芳しくないと言わざ

るを得ないため、可能な限り児童クラブ利用中に負担金の回収

を終えることが望ましい。 

また、他の事業における回収方法を参考にするなどして、過

年度収入未済分の回収を励行されたい。 

69 

私債権としての性質を踏まえ、本債権をいかなる事由によっ

て不納欠損処理するかについての内部での基準が必要となる

のではないかと考えられる。ここで基準を策定するに当たって

は、必ずしも法律上の債権の消滅事由に限らず、回収を断念す

べき事情を列挙するなどして、管理コストの抑制と適正な回収

のバランスを図るよう意識されたい。 

第１２ ＡＬＴ宿

舎家賃 
70 

現在収入未済の状態にある２件の債権は、金額にして 33,200

円と僅少であり、しかも、債務者である元ＡＬＴは既に帰国し

て音信不通となっている。このような債権を、ただ請求権とし

て存続することを理由に管理継続することも、やはり費用対効

果の観点から疑問である。早期に不納欠損処理を実施し、管理

業務を終了するのが妥当である。 
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る。 

72 

本市が定める学校給食費未納対策マニュアルには「誰が」滞

納者の対応に当たるのかが明記されていないため、想定される

場面を設定して場合分けするなどして、滞納給食費について、

「誰が対応すべきかわからない」ことにならないようにすべき

である。 

 

 

 

 

第３ 退去修繕費 54 

債務者本人が死亡したとしても、相続人全員が相続放棄をし

ない限り、債権の支払義務は消滅することはないのであるか

ら、未納金額と比較して明らかに相続人の調査に要する費用が

多額に及ぶことが認められるような場合でなければ、債務者本

人が死亡したときには、速やかに相続人の調査を行い、債権回

収を試みることが望ましい。 

第４ 住宅新築資

金等貸付金 
55 

本債権の案件すべてについて、徴収することができる見込み

があるのかにつき再検討を行い、今後採るべき方針や対応につ

いての整理を図ることが望ましい。 

第５ 病院医業収

益及び病院医業外

収益 

56 

債権管理に用いられている個別調書について、「時効援用：

要・不要」の欄について、「要」を選択もしくは「不要」とい

う項目を削除して時効援用の必要性を明確にすべきである。 

57 

連帯保証人の要否等について、指定管理者との協議を行い、

その運用を明確にしておくべきである。この点は、医師の応召

義務（医師法第 19 条）との関係で、連帯保証人の存在を入院

の条件とすることはできないが、債権保全の観点からは有用な

制度であるため活用すべきである。  

また、個別調書によれば、指定管理者と市との間の債権管理

についての事務の範囲について、不明確になっている部分があ

ると思われるため、その機会に債権管理に関する双方の業務の

分掌を明確にし、相互の協力体制をシステム化するためにも協

議を行うことが望ましい。 

58 

催告書に対して何ら反応がなかったものについては、債権額

等を勘案して、催告書送付のみではなく、電話対応等の個別対

応を積極的に行うことが望ましい。平成 30 年度より部分的に

個別対応が始まっていることから、同様の対応を継続していく

べきである。 

59 

不納欠損について疑義が生じた場合に、経過の記録が存在し

ていることが重要となるため、不納欠損事由を明確化し、その

詳細についての記録を整理するべきである。 

もっとも、平成 30 年度に予定している不納欠損については、

不納欠損事由の明確化及び経緯等の資料の整理がなされてい

るため、現時点では問題状況は改善されており、今後の注意喚

起のため意見として述べる。 
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73 

給食費の徴収に当たっても、可能な限り口座振替を利用する

ことを原則とする運用とすべきである（口座振替とした方が集

金の手間が省け、地区役員となる保護者の負担軽減に資するこ

と、地区役員や学校事務室が現金を管理することによるリスク

を考慮する必要があることも、その理由として挙げられる）。 

74 

学校納入金等取扱マニュアルには、悪質な未納者に対しては

法的手続を活用すべき旨が記載されているところ、学校納入金

は、長期間にわたり給食費を滞納しているような事例と異な

り、基本的には少額にとどまることから、相当の費用を要する

法的手続を実施するには至らないものと理解されるが、給食費

と同様、悪質な滞納事例の予防にも資するので、法的手続の活

用を検討されたい。 

75 

給食費については平成 24 年度、その他の学校納入金につい

ては平成 27 年度途中から、保護者の申し出に基づき、児童手

当をもってその支払に充てることができるものとされ、これに

より、本市においても学校納入金の滞納が相当程度解消された

とのことであるところ、児童手当法第 21 条第２項が保護者か

らの「申し出」を要件としているのは、児童手当においては現

実に現金を給付することが重要視されているためであると理

解されるため、この「申し出」を得るに当たっては決して強制

にわたることがあってはならないが、他方で児童手当からの充

当が滞納対策において極めて重要であることに鑑みれば、いか

にして確実に、かつ任意に「申し出」を得るか、そのノウハウ

の蓄積が重要である。そこで、担当課においては、学校現場で

応用できるよう、このようなノウハウの蓄積及び積極的な情報

共有を図るべきである。 
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